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令和元年度長崎県公共事業評価監視委員会意見書

諮問があった再評価対象２３事業及び事後評価対象２事業に

ついては、いずれも対応方針（原案）どおり認める。

【参 考】

１．審議過程における主な意見、委員会の補足意見

・主要地方道厳原豆酘美津島線（尾浦～安神）道路改築事業

現場発生土が土質の状況により活用できず事業費が大幅

に増加している。今後の事業実施にあたっては、出来る限

りのコスト縮減に努められたい。

・釣道川総合防災流域事業

今回の事業費の増額の要因について、当初計画の時点で

配慮できた内容があるのではないかと考えられる。それら

について、計画時に配慮できなかった原因を究明し、今後

実施する類似事業の計画策定に活かされたい。

  ・穴越地区地すべり対策事業

土砂災害警戒区域や特別警戒区域となる被害想定範囲内

の家屋が増加している状況にあることから、警戒区域等の

情報の周知の更なる強化に努められたい。

  ・川棚川総合開発事業（石木ダム建設事業）

     全国的な大雨や渇水による想定外の被害の発生等、近年

の自然災害の激甚化は深刻であり、石木ダム建設事業の必

要性は益々高まっていると思料される。加えて、既に移転

に協力された方々の思いや、これまでの経緯等を総合的に

判断すれば事業継続は十分に理解できる。引き続き、事業

の重要性について、あらゆる機会を捉えて広報等に努めら

れたい。

また、ダム建設にあたっては自然環境への影響について、

事業者により実行可能な範囲で、できる限り回避または低

減されるよう努められたい。

さらに、当ダムの周辺地域の活性化を図る対策を講じら

れたい。
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２．令和元年度の審議経過

・第１回委員会（令和元年７月２４日開催）

再評価及び事後評価対象事業の説明及び審議

現地調査及び詳細審議箇所の選定（該当なし）

・第２回委員会（令和元年９月３０日開催）

再評価対象事業の説明及び審議

現地調査及び詳細審議箇所の選定（該当なし）
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＜別記　４＞

令和元年９月作成

担当部 担当課 対象事業数 県事業 市町村事業 備  考

水産部 0 0 0

漁港漁場課 0

農林部 0 0 0

農村整備課 0

森林整備室 0

環境部 0 0 0

水環境対策課 0

土木部 23 18 5

都市政策課 1 1

道路建設課 8 8

道路維持課 3 3

港湾課 2 2

河川課 5 5

砂防課 2 2

住宅課 2 2

合　計 23 18 5

令和元年度　再評価対象事業数一覧
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

H13 H33 426.0

H13 R3 494.2

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

H30 継続
都政
-1

街路事業
（連続立体交
差）

JR長崎本線 県 長崎市
連続立体交差
L=2.5km

再評価後
変更
⑩

333.0 67.4
100

（100）
90.0 71.2

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
　2-（1）-1
　新幹線開業に向けた駅
周辺の整備に位置づけら
れている。
・都市計画区域マスタープ
ラン(平成26年度)の主要
な施設の配置の方針の中
に位置づけられている。
・九州新幹線西九州ルー
ト(武雄温泉～長崎)
　　(H24～R4)
・長崎駅周辺土地区画整
理事業
　　A=約19ha（H21～R5)

・本事業地に隣接
する三菱重工長崎
造船所幸町工場跡
地において、サッ
カースタジアムを主
とした開発計画が
民間事業者におい
て進められている。

九州新幹線および長崎駅
周辺土地区画整理事業と
の一体的な整備促進が
望まれている。

1.06 1.03

【プラス要因】
・開発交通量の増（大
規模民間開発に伴う変
更）
【マイナス要因】
・事業費の増（支障物
の発生、労務費・材料
費の単価上昇等）

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H25 H32 75.0

H25 R4 75.0

H20 H32 39.0

H20 R5 44.0

H22 H28 25.0

H22 R3 36.3

H22 H26 10.0

H22 R5 15.5

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

一般国道499号
（栄上拡幅）

県 長崎市
延長　L=1,300m
幅員
W=13.0(22.0)m

再評価後
変更
⑩

52
（59）

13.8 40.8

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
10-(1)-2「高規格幹線道路・地
域高規格道路の整備による高
速ネットワークの構築」に位置
付けられている。

・島原道路の整備状況
　愛野森山バイパス
L=1.8km(H19～H25完成)
　吾妻愛野バイパスL=1.7km
（H22～H29完成）
　諫早インター工区L=2.7km
（H20～H29完成）

・平成30年7月に「原
城跡」が世界遺産に
登録され、今後,観光
客の増加が見込まれ
る

・地元自治体で構成する
「島原半島幹線道路網建
設促進期成会」「一般国
道57号等県南地域幹線
道路整備促進期成会」等
により、島原半島全域発
展のため島原道路早期
整備が要望されている。

H29 継続

道建
-3

道路改築事
業

一般国道499号
（岳路拡幅）

県
長崎市

延長　L=2,100m
幅員　L=6.0（9.75）
m

事業採択
後

10年経過
③

30.3

・特になし

・「長崎市」および「一般国
道499号道路整備促進協
議会」から整備促進の要
望を受けている。

1.26 1.10

【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

29.8 67.7
86.8

（88.7）
4.4 9.8

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
10-(1)-3「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワーク
の拡充」に位置付けられてい
る。
・国道499号の整備状況
　竿浦工区（H22完成）
　栄上工区（R5完成予定）
　蚊焼工区（H23完成）
　岳路工区（R3完成予定）

道建
-2

道路改築事
業

継続

道建
-4

道路改築事
業

一般国道389号
（多比良バイパス）

県 雲仙市
延長　L=1,000m
幅員　L=6.0（9.75）
m

事業採択
後

10年経過
③

8.7 56.1

・「長崎市」および「一般国
道499号道路整備促進協
議会」から整備促進の要
望を受けている。

1.91 1.21

【プラス要因】
・大型車交通量の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

-83.4
96.0

（92.3）
1.2 4.8

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
10-(1)-3「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワーク
の拡充」に位置付けられてい
る。
・国道499号の整備状況
　竿浦工区（H22完成）
　栄上工区（R5完成予定）
　蚊焼工区（H23完成）
　岳路工区（R3完成予定）

・特になし

1.23 1.11

【プラス要因】
・大型車交通量の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

- 継続
87

（71）
0.5 6.3

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
10-(1)-3「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワーク
の拡充」に位置付けられてい
る。

・道路の整備状況
　国道389号国見拡幅(H25～
R7予定)

・平成30年7月に「原城
跡」が世界遺産に登録さ
れ、今後,観光客の増加が
見込まれる

「雲仙市」から整備促進の
要望を受けている。

道建
-1

道路改築事
業

一般国道251号
（出平有明バイパ
ス）

県 島原市
延長　L=3,400m
幅員　L=7.0（12.0）
m

再評価後
変更
⑩

20.4 27.2 1.20 1.78

【プラス要因】
・将来交通需要量の更
新（最新データ：H30.2）
【マイナス要因】
・供用開始時期の遅延
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

H29 継続

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H25 H31 18.0

H25 R7 25.3

H27 H34 31.0

H27 R7 50.0

H27 H33 20.0

H27 R6 38.0

H22 H29 40.0

H22 R3 57.6

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

道建
-8

街路事業
池田沖田線（竹松
工区）

県 大村市
延長　L=1,970m
幅員　L=6.0（20.0）
m

事業採択
後

10年経過
③

45.5 79.0 2.61 1.36

【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（マイナス
要因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

- 継続
98

（96）
3.0 9.1

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
地域別計画の県央地区(5)-1
「九州新幹線西九州ルート（長
崎ルート）の開業に向けた県
央の新しいまちづくり」に位置
付けられている。

・九州新幹線西九州ルート及
び車両基地整備

・新大村駅（仮称）周辺土地区
画整理事業

・新幹線西九州ルート（長
崎ルート）開業で（仮称）
新大村駅及び周辺施設
の利用に伴う交通量の増
加が見込まれる。
・当市は県内全域のベッド
タウンとして人口・世帯数
が増加している。

・「大村市」から整備促進
の要望を受けている。

道建
-5

道路改築事
業

一般国道389号
（国見拡幅）

県 雲仙市
延長　L=2,800m
幅員　L=6.0（9.75）
m

事業採択
後

6～9年経
過
⑤

6.3 24.9
25

（23）
1.5 17.5

・長崎県総合計画チャレンジ
2020
10-(1)-3「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワーク
の拡充」に位置付けられてい
る。

・道路の整備状況
　国道389号多比良バイパス
(H22～R5予定）

・平成30年7月に「原
城跡」が世界遺産に
登録され、今後,観光
客の増加が見込まれ
る

「雲仙市」から整備促進の
要望を受けている。

1.19 1.17

【プラス要因】
・大型車交通量の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

- 継続

道建
-6

道路改築事
業

一般国道２０７号
道路改良工事（東
長田拡幅）

県 諫早市
延長　L=1,900m
幅員
L=14.0(23.25)m

事業採択
後

5年経過
④

3.7 7.4
8

（8）
1.5 44.8

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020 10-(1)-3「生活に
密着した道路の整備によ
る道路ネットワークの拡
充」に位置付けられてい
る。

・特になし
・「諫早市」から整備促進
の要望を受けいている。

3.26 1.86

【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

- 継続

道建
-7

道路改築事
業

主要地方道厳原
豆酘美津島線（尾
浦～安神工区）

県 対馬市
延長　L=　1,900m
幅員　L=
5.5(7.0)m

事業採択
後

5年経過
④

11.0 28.9
100

（100）
6.5 20.5

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
10-(1)-3「生活に密着した
道路の整備による道路
ネットワークの拡充」に位
置付けられている。

・対馬市では、韓国人
観光客数が増加して
おり、大型観光バスの
交通量の増加が著し
い。尾浦～安神工区
は、観光の目的地の
一つである「鮎もどし
自然公園」へのルート
であるため、大型観光
バスの交通量が増加
している。

・「対馬市」から整備促進
の要望を受けている。

1.10 1.06

【プラス要因】
・大型車等の交通量の
増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他の要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

・代替案の可能性はない。

- 継続

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H22 H32 12.0

H22 R7 12.0

H17 H29 9.0

H17 R5 9.0

H17 H31 15.7

H17 R7 15.7

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

道維
-2

道路改築事
業

2級市道川上町出
雲線

長
崎
市

長崎市
延長　L=576m
幅員　L=6.0（10.5）
m

再評価後
5年経過

⑧
7.8 86.7

86
（96）

0.4 0.8
・長崎市第四次総合計画で安
全、安心で快適な生活道路の
整備が挙げられている。

・社会経済情勢の大きな
変化はない。

・市街地を通る道路であ
り、残区間も短いことから
早期の完成が望まれてい
る。

1.16 1.12

【マイナス要因】
・工期の延長（用地交
渉の難航）
【その他要因】
・貨物車原単位（価格）
の増加（プラス要因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図っており、事業効率化
に大きく寄与する新たなコス
ト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H26 継続

道維
-1 街路事業 道の尾駅前線

長
崎
市

長崎市
延長　L=200m
幅員　L=6.0(12.0)m

事業採択
後

10年経過
③

4.8 40.0
80

（80）
0.1 7.1

・長崎市都市計画マス
タープランに位置付け
られている。

・社会経済情勢の
大きな変化はな
い。

・特になし 1.18 1.12

【マイナス要因】
・事業期間の延長（用
地交渉の難航）
【その他要因】
・貨物車原単位（価格）
の増加（プラス要因）

・可能な限りコスト縮減を図
る。
・代替案の可能性はない。

- 継続

道維
-3

道路改築事
業

１級市道仁田志多
留線

対
馬
市

対馬市
延長　L=2,55m
幅員　W=5.5（7.0）
m

再評価後
5年経過

⑧
10.2 65.0

88
（74）

0.0 5.5 ・特になし
・社会経済情勢の
大きな変化はな
い。

生活の基盤道路であるこ
とから、早期完成が望ま
れている。

0.77 0.74

【マイナス要因】
・完了年度の遅延（用
地交渉の難航）

【その他要因】
・貨物車原単位（価格）
の増加（プラス要因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図っており、事業効率化
に大きく寄与する新たなコス
ト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H26 継続

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）

8



別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H10 H32 75.4

H10 R2 75.4

H27 H29 13.8

H27 R6 18.0

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

港湾
-1

肥前大島港
改修事業

寺島地区国内物
流ターミナル整備

県 西海市

〈寺島地区〉
防波堤　100ｍ
護岸（防波）　75ｍ
泊地（-7.5ｍ）
18,680ｍ2
岸壁（-7.5ｍ）　130
ｍ
道路（B）　6×1,340
ｍ
ふ頭用地　6,600ｍ
2

〈馬込地区〉
岸壁（-7.5ｍ）　130
ｍ
岸壁（-4.5ｍ）　80
ｍ
道路　6×420ｍ
ふ頭用地　3,500ｍ
2

〈真砂地区〉
泊地（-4.0ｍ）
4,000ｍ2
浮桟橋（移設）　1
基

再評価後
5年経過

⑧
62.8 83.3

―
(―)

5.9 6.7

・長崎県総合計画チャ
レンジ2020
10-（1）-5
交流・物流の拠点とな
る港湾の整備に位置
付けられている。

変化無し
西海市及び地元企業より
早期完成を望まれてい
る。

1.54 2.02

【プラス要因】
・寺島地区：供用後にお
ける他地区からの集約
促進による砂利・砂の
取扱量の増
【マイナス要因】
・費用算定の基準年変
更による減

これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率に大きく寄与する新たなコ
スト縮減は見込めず、代替え
案の可能性はない。

H26 継続

港湾
-2

多比良港改
修事業

多比良地区国内
物流ターミナル整
備

県 雲仙市

【多比良地区】
・泊地(-
4.5m)41,000㎡
・岸壁(-
4.5m)(A)80m
・岸壁(-
4.5m)(B)80m
・道路6m×110m
・道路(改良)6m×
460m

事業採択
後

5年経過
④

1.5 8.4
―
(―)

0.5 16.0

・長崎県総合計画チャ
レンジ2020
10-（1）-5
交流・物流の拠点とな
る港湾の整備に位置
付けられている。

変化無し
・雲仙市から整備促進の
要望を受けている。

2.70 2.02

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・事業費の増（軟弱地
盤対策）
・工期の延長

これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率に大きく寄与する新たなコ
スト縮減は見込めず、代替え
案の可能性はない。

H27 継続

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H8 H34 68.0

H8 R10 85.0

S40 H35 27.0

S40 R5 27.0

H4 H34 36.0

H4 R6 41.0

H4 H31 33.0

H4 R11 33.0

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

河川
-1

総合流域防
災事業

江ノ浦川 県 諫早市

改修延長
L=2,290m
河道拡幅、河床掘
削、築堤、護岸整
備、橋梁架替、堰
改築等

再評価後
変更
⑩

59.5 70.0
93.1

（69.1）
1.0 24.5

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
9-(4)-5
地震、大雨、台風、高潮な
どの自然災害に備えた施
設整備などの防災対策の
推進

当地区は長崎・諫早
都市圏の、ベッドタウ
ンとして流域内の世帯
数が増加している。

・洪水氾濫被害に対する
安全確保のため、河川改
修事業の早期完成が望
まれている。
・諫早市から早期完成を
要望されている。

1.35 1.14

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・事業費の増（軟弱地盤対
策等）
・工期の延長（軟弱地盤対
策等）
【その他の要因】
・マニュアルの改訂（プラス
要因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H28 継続

河川
-2

総合流域防
災事業

宮村川 県 佐世保市

改修延長
L=2,500m
河道拡幅、築堤、
護岸整備、河床掘
削、橋梁架替等

再評価後
5年経過

⑧
23.2 85.9

80.0
（88.0）

0.4 3.4

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
9-(4)-5
地震、大雨、台風、高潮な
どの自然災害に備えた施
設整備などの防災対策の
推進

・周辺にハウステンボ
スが完成し、宮村川
下流右岸側に従業員
宿舎が整備され、周
辺も宅地化されてい
る。

・洪水氾濫被害に対する
安全確保のため、河川改
修事業の早期完成が望
まれている。

5.50 6.47

【プラス要因】
・一般資産額（家屋、世帯
数）の増加
【マイナス要因】
・費用算定の基準年変更
による減
【その他要因】
・マニュアルの改訂（プラス
要因）

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H26 継続

河川
-3

総合流域防
災事業

釣道川 県
新上五島

町

改修延長
L=1,450m
河道拡幅、河床掘
削、護岸整備、橋
梁架替等

再評価後
変更
⑩

34.2 83.4

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H26 継続

100
（100）

1.4 5.4

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
9-(4)-5
地震、大雨、台風、高潮な
どの自然災害に備えた施
設整備などの防災対策の
推進

・新上五島町の中心
部であたり、公共施設
等が集約されている
地域である。

洪水氾濫被害に対する安
全確保のため、河川改修
事業の早期完成が望ま
れている。

2.06 2.00

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・事業費の増（護岸補強
等）
・工期の延長（護岸補強
等）
【その他の要因】
・マニュアルの改訂（プラス
要因）

河川
-4

総合流域防
災事業

久根川 県 対馬市

改修延長
L=2,200m
河道拡幅、河床掘
削、護岸整備、橋
梁架替等

再評価後
変更
⑩

21.8 66.1

・これまで可能な限りコスト縮
減を図ってきており、事業効
率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。
・代替案の可能性はない。

H28 継続

84.9
（87.3）

0.1 11.1

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
9-(4)-5
地震、大雨、台風、高潮な
どの自然災害に備えた施
設整備などの防災対策の
推進
・対馬市総合計画の中
で、「安全、安心のまちづ
くり」に位置づけられてい
る。

・社会情勢等につい
て、大きな変化はな
い。

・洪水氾濫被害に対する
安全確保のため、改修事
業が望まれる。

1.84 1.87

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・工期の延長（用地交渉の
難航）
【その他の要因】
・マニュアルの改訂（プラス
要因）

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

S48 R4 285.0

S48 R7 285.0

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

・治水や流水の正常な機能
の維持について、現計画案と
現計画案以外の代替案を比
較検討し、最も有利な案は現
計画案と評価している。
・設計段階や工事施工にお
いても、工法の工夫や新技
術の積極的な採用により、今
後も引き続き、コスト縮減を
図っていく。

H27 継続118.1 1.25 1.21

【マイナス要因】
・工期の延長

【その他要因】
・費用便益分析マニュアル
の改定（プラス要因）

・工事工程の見直しに
よる
工期変更

・既に８割以上の地権者
に協力を得て、ダム下流
には代替宅地、貯水池左
岸部には代替墓地を整備
し、多くの地権者の方々
が移転している。
・地域から早期に完成を
望む要望もあり、また、地
元自治体もダム建設推進
の立場を明確にしてい
る。

・長崎県総合計画チャレン
ジ2020
9-(4)-5「地震、大雨、台
風、高潮などの自然災害
に備えた施設整備など防
災対策の推進」に位置付
けられている。

・川棚川水系河川整備基
本方針

・川棚川水系河川整備計
画

88.7
（81.8）

11.3

重力式コンクリート
ダム
ダム高H=55.4ｍ
堤頂長L=234.0ｍ

再評価後
変更
⑩

社会経済
情勢の変

化等
⑪

155.6 54.6
河川
-5

河川総合開
発事業

石木ダム 県 川棚町

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H21 H26 3.5

H21 R5 5.5

H22 H26 1.0

H22 R4 1.8

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

・長崎県総合計画チャ
レンジ20209-（4）-5
　地震、大雨、台風、
高潮などの自然災害
に備えた施設整備など
防災対策の推進
・諫早市地域防災計画
において、「地すべり
危険箇所穴越」として
位置づけられている。

受益戸数の変化が
あり、前回63戸か
ら、今回73戸へ増
加している

・地元より早期の事業概
成を求められている。

砂防
-1

穴越地区地
すべり対策事
業

地すべり防止施設 県 諫早市

集水井工　1基
集水ボーリング工
24本
横ボーリング工
57本
杭工　197本

集水井　1基
集水ボーリング工
24本
横ボーリング工
128本
アンカー工　54本

事業採択
後

10年経過
③

砂防
-2

今井崎地区
急傾斜地崩
壊対策事業

急傾斜地崩壊防
止施設

県 壱岐市

法面工　A=600㎡
現場吹付法枠工
A=600㎡
擁壁工　L=110m

法面工　A=960㎡
現場吹付法枠工
A=600㎡
現場打法枠工
A=360㎡
擁壁工　L=150m

事業採択
後

10年経過
③

0.9 49.7
・コスト縮減及び代替案の可
能性はない。

-
見直し
継続

- 0.0 0.9

・長崎県総合計画ﾁｬﾚ
ﾝｼﾞ2020
 9-(4)-5
　地震、大雨、台風、
高潮などの自然災害
に備えた施設整備など
防災対策の推進
・壱岐市地域防災計画
書において「今井崎地
区急傾斜」として位置
づけられている

-
・地元からは早期の事業
概成を求められている。

5.80 3.74

【マイナス要因】
・事業費増額（対策工
の追加）
・工期の延長（用地解
決の遅延）

4.6 83.3
100

（100）
0.2 0.7

見直し
継続

【プラス要因】
・保全対象人家の増
（63戸→73戸）

【マイナス要因】
・事業費の増（対策工
の追加）
・工期の延長（施工範
囲の拡大）

【その他要因】
・費用便益分析マニュ
アルの改定（プラス要
因）

・コスト縮減及び代替案の可
能性はない。

-1.52 3.66

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R1年度
事業費

R2年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）

当
初
※
１

現行

令和元年度　再評価対象事業一覧表 令和元年7月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)

事業名 施設名
社会経済

情勢の変化
地元等
の意向

費用対効果分析

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ

分析基礎の
要因の変化

事
業
主
体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づ
け、

関連事業の状況上段：当初※１
下段：変更

H17 R1 20.5

H17 R6 20.5

H13 R2 41.0

H13 R7 41.0

※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

住宅
-1

住宅市街地
総合整備事
業

立山地区 市 長崎市

道路（715m）、小公
園（2箇所、1,000
㎡）、老朽建築物
等の除却　（52
棟）、建替促進（40
戸）　等

再評価後
5年経過

⑧
13.3 64.7

77
（81）

0.5 6.7

・本事業は、長崎市第
四次総合計画、長崎
市都市計画マスタープ
ランに主要事業として
位置づけられている。

特になし

平成12年度にまちづくり
協議会が発足し、活動を
継続的に行っている。ま
ちづくりや事業目的の認
識も高く、事業推進のた
めの理解・協力は十分で
ある。

1.11 1.58

〔プラス要因〕
　・老朽建築物の除却
による防災性の向上
（全53棟中43棟除却）
〔マイナス要因〕
　・工期の延長（用地解
決の遅延）

更なるコスト縮減につながる
代替案の可能性はない。

H26 継続

住宅
-2

住宅市街地
基盤整備事
業

市道中川鳴滝３号
線

市 長崎市
延長　Ｌ=1,200m
幅員　Ｗ=6.0（10.0
～12.0）m

再評価後
変更
⑩

16.0 39.0
更なるコスト縮減につながる
代替案の可能性はない。

H27 継続
60

（50）
0.6 24.4

・本事業は、長崎市第
四次総合計画、長崎
市都市計画マスタープ
ランに主要事業として
位置づけられている。
・関連事業としてＨ19.3
に多目的広場(鳴滝遊
園)が完成。

特になし

・Ｈ9にまちづくり協議会が
発足し協議会を中心とし
た協議、勉強会等の活動
を継続的に行っており、
依然として地元の整備に
対する要望は強い。

2.34 2.38

〔プラス要因〕
　・住宅供給効果の増
〔マイナス要因〕
　・工期の延長（用地解
決の遅延）
〔その他の要因〕
　・費用便益分析マニュ
アルの改訂（マイナス
側要因）

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③、④

③

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

⑧

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

再評価後
再評価後５年経過

再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

事業採択後10年経過

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

その他

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）

⑪

準備・計画

その他上記以外で再評価の実施の必要が生じた事業（適宜）（水産庁、国土交通省）

※２　「再評価の理由」の項目一覧

区分
国土交通省関係事業

実施時期

未着工
事業採択後５年未着工

①

⑩

長期継続

③： １０年経過
④： 　５年経過
　　　（５年経過時点で再評価が必要と判断）
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令和元年７月作成

担当部 担当課 対象事業数 備  考

土木部 2

都市政策課

道路建設課 1

道路維持課

港湾課 1

河川課

砂防課

住宅課

令和元年度　事後評価対象事業数一覧
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別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和元年7月作成

事業費

着工 完了 （億円）

【再評価時（H24）】
・ B／C　 　1.04
・工　 期　　H26
・事業費　　29.0億円
・交通量　　12,459台/日

【事後評価時】
→　　1.20
→　　H26
→　　29.3億円
→　　12,794台/日

【再評価時（H20）】
・ B／C　 　1.35
・工　 期　　H23
・事業費　　33.5億円

【事後評価時】
→　　1.70
→　　H26
→　　29.6億円

H11 事業実施による環境の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

特になし。

同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業監理に務め、事業効果が早期に発
現されるよう早期完成に務める。

事業目的に見合った事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はな
い。

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針

（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

対応方針（原案）

社会経済情勢の変化

H26 29.6

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

事業の効果の発現状況

　特になし

　比田勝港の国内フェリー用岸壁整備により、国内フェリーと国際高速船が分離され、航路の安定が図られた。
　また、国内ターミナル整備により、国内・国際のターミナル機能が分離され背後施設の効率化による利用者の安全性が図られた。

・国内、国際ターミナル機能の分離により国際ターミナル機能の強化が図られ、国際旅
客の入出国手続きの効率化及び国際旅客の待機時間の解消が図られるなど、事業の
効果がみられ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

　比田勝港における韓国人旅行客が大幅増加（再評価時（H20）40千人⇒事後評価時（H30）312千人）

・本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適
切な事業監理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

29.3
工事延長　L=560m
　　　　 　　W=6.0(16.0)m

対応方針（原案）

道建-1
街路事業
都市計画道路
厳原豆酘美津島線

特になし。

・車道拡幅による走行性の向上(旅行速度21km /h→40km/h)
・歩道拡幅による歩行者の安全の確保

事業の効果の発現状況

対馬市 H26

当該事業に係わる対応方針

港湾-1 比田勝港改修事業／比田勝地区複合一貫輸送ターミナル整備 対馬市

泊地（-7.5m）　2,990㎡（11,540
㎥）
岸壁（-7.5m）　150m
岸壁（-7.0m）　40m
駐車場　5,430㎡
道路　6×700m
単独護岸　80.6m

令和元年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番

号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

H10
事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化
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